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復興産業集積区域 (P57参照)内 において、指定事業者※が事業用設備 (機械・

装置、建物・構築物)の取得などをして事業に用いた場合、これらの取得価額に一定

の率 (下の表を参照)をかけた金額を、特別償却または税額控除できます。

①平成28年 3月 31日 までに取得などをした資産が対象です。

⑬税額控除については、事業所得に係る所得税額または法人税額の20%を限度とし
ます。超過額については4年間の繰越しができます。

※指定事業者

雇用機会が著しく不足することとなつた地域の雇用機会の確保に寄与する事業などを行う者として指定

を受けた個人または法人

国税額控除

※福島県の復興産業集積区域において
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お近くの税務署吟 P72073参照

囲特別償却

出典:政府広報「税制支援ハンドブック」


